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国家公務員共済組合制度における育児休業手当金 

及び介護休業手当金の追加支給について(ご案内) 

 

 

毎月勤労統計調査の不適切な取扱いに関する再集計に伴い、国家公務員共済組合法

における育児休業手当金及び介護休業手当金の支給額に影響が出ることが確認され

ており、以下の要件のすべてに該当される方については、追加支給が発生する可能性

がございます。 

そのため、対象となると思われる方については、御所属されていた大学等の共済担

当者までご照会いただくようお願いします。 

なお、要件に該当する事実を確認するための書類等のご提出をお願いすることがご

ざいますが、各共済組合における書類等の保存期間によりご提出書類等が異なります

ので、詳細については担当者にご確認をお願いします。 

 

 

  ＜追加支給の要件＞ 

 

  ・平成１７年４月１日以降に育児休業または介護休業を開始された方 

  ・平成１７年４月１日～平成３１年３月１７日までの期間（支給額に影響が出な

い平成２３年８月１日～平成２６年７月３１日までの期間は除く）において共

済組合に育児休業手当金または介護休業手当金を申請し受給されていた方の

うち、雇用保険給付相当額（標準報酬等級が一定以上、概ね２３等級～２４等

級（月額４１万円～４４万円）以上）として受給されていた方。 

 

※上記要件のすべてに該当される方のうち、平成２３年４月１日以降の期間のみ

育児休業手当金または介護休業手当金を受給され、かつ、現在も組合員である

方は、各共済組合で書類等の確認ができますので、ご照会いただく必要はござ

いません。 

 

 


